
 １．貸 借 対 照 表

 ２．個 別 注 記 表

　ク リ タ 西 日 本 株 式 会 社

　代 表 取 締 役　 佐 々 木　勝

第４０期決算公告

（自　２０２５年４月１日　至　２０２６年３月３１日）



区 分 金 額 区 分 金 額

[ ] 円 [ ] 円

11,316,816,943 3,590,752,211
26,437,314 1,308,721,884
20,108,276 9,822,031

1,056,169,712 256,845,757
4,866,982,296 601,966,000
745,020,630 127,141,500

製 品 ・ 商 品 15,245,985 128,675,675
仕 掛 品 13,301,200 871,658,562
貯 蔵 品 19,000 12,032,903
預 け 金 4,549,745,216 245,726,335
前 払 費 用 18,918,883 28,161,564
未 収 入 金 4,972,664
立 替 金 143,856 703,758,710

-248,089 14,393,798
156,064,018
533,300,894

1,364,799,584

（ ） ( 878,490,609 ) 4,294,510,921
276,800,071

3,455,337
115,003,687 [ ]

260,673
106,081,860 8,387,105,606
355,677,500
21,170,360 30,000,000

41,121
（ ） ( 791,306 ) 164,423,360

5 20,000,000
759,668 144,423,360
31,633

（ ） ( 485,517,669 ) 8,192,682,246
1,000 38,901,000

897,574 8,153,781,246
356,773,877 5,875,000,000
2,135,040 2,278,781,246

124,710,178 (2,268,606,257)
1,000,000

8,387,105,606

12,681,616,527 12,681,616,527資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

機 械 装 置
車 両 運 搬 具

長 期 前 払 費 用

そ の 他

リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

長 期 差 入 保 証 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

繰 延 税 金 資 産

利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
別 途 積 立 金

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

敷 金 （ う ち 当 期 純 利 益 ）

有 形 固 定 資 産
建 物

固 定 資 産

退 職 給 付 引 当 金

構 築 物

資 本 準 備 金

資 本 金

ソ フ ト ウ エ ア

固 定 負 債

出 資 金

負 債 合 計

株 主 資 本

電 話 加 入 権

貸 倒 引 当 金

工 具 器 具 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産 資 本 剰 余 金

純 資 産 の 部

貸 借 対 照 表

流 動 資 産 流 動 負 債

未 払 消 費 税 等
未 払 費 用

現 金 ・ 預 金 買 掛 金

　　（２０２６年 ３ 月 ３１ 日　現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

契 約 資 産

受 取 手 形

長 期 預 り 保 証 金

売 掛 金

リ ー ス 債 務 （ 短 期 ）
未 払 金
未 払 法 人 税 等

リ ー ス 債 務 （ 長 期 ）

電 子 記 録 債 権

契 約 負 債

製 品 保 証 等 引 当 金
賞 与 引 当 金
預 り 金



１．計算書類作成の基礎

本計算書類の会計処理に関しては、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠し、貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計算書の表示および開示の項目は会社計算

規則に、個別注記表は同規則第98条第2項第1号に基づいて作成しております。

2．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１）資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券 市場価格のない株式等以外のもの……時価法

② 棚 卸 資 産 製品・商品・原材料・貯蔵品……移動平均法による原価法（貸借対照表価額

　　　　　　　　　　　　　　　は収益性の低下による簿価切下げの方法）

仕掛品……個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

　　　　　切下げの方法）

　２）固定資産の減価償却方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

② リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るもの）

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

③ 無 形 固 定 資 産 定額法

　３）引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準により計上しており

ます。

③ 製品保証等引当金 完成した工事の保証に備えるため、過年度の保証実績に基づき将来の保証見込み額を

見積り計上しております。

④ 退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額

から年金資産残高を控除した額を計上しております。

　４）収益及び費用の計上基準

① 主要な事業における主な履行義務の内容

当社は水処理に関する薬品・装置類の製品販売を行っております。

② 当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識しております。

工事請負契約については、主として顧客に提供する履行義務の充足に係る進捗度を見積もり、

当該進捗度に応じて収益を認識しております。

　５）消費税及び地方消費税の会計処理方法

　税抜方式を採用しております。

個　　別　　注　　記　　表



3．株主資本等変動計算書に関する注記

　発行済株式総数 600 株

　当期中に行った剰余金の配当に関する事項

　　2025年6月25日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　配当金の総額 1,211,000,000 円

　　１株当たりの配当額 2,018,333 円

　　基準日 2025年3月31日

　　効力発生日 　2025年6月25日

下記については明らかになった時点で記載して下さい。

　当期末後に行う剰余金の配当（基準日が当期に属するもの）に関する事項

　　2026年6月25日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議する予定です。

　　配当金の総額 1,922,000,000 円

　　配当の原資 利益剰余金

　　１株当たりの配当額 3,203,333 円

　　基準日 2026年3月31日

　　効力発生日 　2026年6月25日

4．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「2．重要な会計方針に係る事項に関する

注記４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。


